
Ⅱ 個人情報保護制度の運用状況 

１ 個人情報取扱事務の届出状況 

  個人情報を取り扱う事務の実施機関別の届出状況は、表１のとおりです。 

  表１ 

（単位：件） 

実施機関 
届出件数 

現在数 
開始 変更 廃止 

市

長

会 計 室 ０ １ ０ ４ 

市 長 室 ０ １ ０ １４ 

総 務 企 画 局 １ １ ０ １０ 

財 政 局 ０ １ ０ ２３ 

市 民 局 ４ １２ ２ ７１ 

こ ど も 未 来 局 ７ ９ ７ ９２ 

保 健 福 祉 局 ９ ２６ ０ ２１４ 

環 境 局 ５ ７ ３ ６２ 

経 済 観 光 文 化 局 ３ ５ ０ ３７ 

農 林 水 産 局 １ ５ １ ３１ 

住 宅 都 市 局 ２ １６ ２ ９１ 

道 路 下 水 道 局 ０ ０ ０ ４７ 

港 湾 空 港 局 ０ ０ ０ １７ 

区 役 所 ０ ０ ２ ５ 

小 計 ３２ ８４ １７ ７１８ 

議 長 ０ ０ ０ ４ 

教 育 委 員 会 ８ １９ １ ５５ 

選挙管理委員会（市・各区） ０ ３０ ６ ６７ 

人 事 委 員 会 ０ ０ ０ ０ 

監 査 委 員 ０ ０ ０ １ 

農 業 委 員 会 ０ ２ ０ ４ 

固定資産評価審査委員会 ０ １ ０ １ 

公営企業 

管 理 者 

水 道 局 １３ ３ ０ ２８ 

交 通 局 ０ ３ １ ６ 

消防長 消 防 局 ０ ３ ０ ３９ 

地方独立行政法人福岡市立病院機構 ０ ０ ０ １ 

福 岡 市 住 宅 供 給 公 社 ０ ０ ０ ６ 

福 岡 市 土 地 開 発 公 社 ０ ０ １ ０ 

合 計 ５３ １４５ ２６ ９３０ 

備考  現在数とは、令和４年３月31日現在の取扱件数をいう。 
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２ 保有個人情報の開示の請求等の状況 

（１）保有個人情報の開示の請求 

保有個人情報開示の請求件数とその処理状況は、表２のとおりです。 

表２ 

 （単位：件） 

年
度 

請 求 

件 数 

処  理  状  況 

開 示 
一部 

開示 

非 開 示 

却下 
期間 

延長 

期限の

特例 
取下げ 非開示 

情  報 
不存在 

存否応答

拒 否 

Ｒ２ ４１１ １４２ １８９ １０ ８２ ４ ２ ２７ ０ ４ 

Ｒ３ ３３８ １２８ １３０ ２ ８３ ０ ２ ３３ ０ ８ 

備考 

１件の請求で複数の決定をしているものがあるため、請求件数と処理状況の件数の合計は一致しません。 

（２）保有個人情報の訂正の請求 

保有個人情報訂正の請求件数とその処理状況は、表３のとおりです。 

  表３ 

（単位：件） 

年 度 
請 求 

件 数 

処  理  状  況 

訂正 一部訂正 訂正拒否 却下 取下げ 

Ｒ２ ２ ０ ０ ２ ０ ０ 

Ｒ３ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

（３）保有個人情報の利用停止の請求 

保有個人情報利用停止の請求件数とその処理状況は、表４のとおりです。 

  表４ 

（単位：件） 

年度 
請 求 

件 数 

処  理  状  況 

利用の停止 消去 提供の停止 利用停止拒否 却下 取下げ 

Ｒ２ １ ０ ０ ０ １ ０ ０ 

Ｒ３ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 
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３ 実施機関別の保有個人情報の開示の請求件数及びその処理状況 

  実施機関別の請求件数は、表５のとおりです。 

 

表５ 

                                                                        （単位：件） 

実 施 機 関 

請求件数 処  理  状  況 

Ｒ２ Ｒ３ 開示 
一部 

開示 

非 開 示 

却下 
取下

げ 
非開示

情  報 

不存

在 

存否

応答

拒否 

市 
 
 
 

長 

会 計 室 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

市 長 室 ０ ２ ２ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

総務企画局 ５ ４ ３ １ ０ １ ０ ０ ０ 

財 政 局 ９ ３ ０ ２ ０ ２ ０ ０ ０ 

市 民 局 １７ ６ ３ ０ ０ １ ０ １ １ 

こども未来局 １１ １２ ３ ７ ０ ２ ０ ０ ０ 

保健福祉局 ６１ ７５ ６１ ７ ０ ８ ０ ０ １ 

環 境 局 １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

経済観光文化局 ２ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

農林水産局 １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

住宅都市局 １９ ４ ０ ２ １ ２ ０ ０ ０ 

道路下水道局 ０ １ ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ 

港湾空港局 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

区 役 所 ２４１ １９２ ３７ ９６ ０ ６４ ０ １ ３ 

小   計 ３６７ ２９９ １０９ １１５ １ ８１ ０ ２ ５ 

議 長 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

教 育 委 員 会 ２１ １５ ７ ６ ０ １ ０ ０ １ 

選 挙 管 理 委 員 会 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

人 事 委 員 会 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

監 査 委 員 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

農 業 委 員 会 １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

固 定 資 産 評 価 審 査 委 員 会 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

公 営 企 業 

管 理 者 

水道局 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

交通局 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

消 防 長 消防局 ２２ ２２ １１  ８ ０ １ ０ ０ ２ 

地 方 独 立 行 政 法 人 

福 岡 市 立 病 院 機 構 
０ １ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

福 岡 市 住 宅 供 給 公 社 ０ １ ０ １ １ ０ ０ ０ ０ 

福 岡 市 土 地 開 発 公 社 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

市 長 以 外 小 計 ４４ ３９ １９ １５ １ ２ ０ ０ ３  

合 計 ４１１ ３３８ １２８ １３０ ２ ８３ ０ ２ ８ 

 備考 

１件の請求で複数の決定をしているものがあるため、請求件数と処理状況の件数の合計は一致しません。 
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４ 保有個人情報の複写の状況及びその費用の徴収状況 

  保有個人情報の複写の状況及びその費用の徴収状況は表６のとおりです。 

 

  表６ 

 

区   分 
令和２年度 令和３年度 

数 量 金 額 数 量 金 額 

用紙 

モノクロ ４，３６８枚 ４３，６８０円 ３，９７６枚 ３９，７６０円 

カラー ２３１枚 ６，９３０円 ５６枚 １，６８０円 

写真フィルム 

（印画紙に印画したもの） 
０枚 ０枚 ０枚 ０円 

スライド 

（印画紙に印画したもの） 
０枚 ０枚 ０枚 ０円 

ＣＤ－Ｒ ０枚 ０円 ２枚 １４０円 

ＤＶＤ－Ｒ ０枚 ０枚 ０枚 ０円 

録音カセットテープ ０巻 ０巻 ０巻 ０円 

ビデオカセットテープ ０巻 ０巻 ０巻 ０円 

総 計 ５０，６１０円 ４１，５８０円 

備考 

    用紙に複写する場合 モノクロ１枚（片面）１０円、カラー１枚（片面）３０円、 

写真フィルム１枚３０円、スライド１枚８０円、 

ＣＤ－Ｒ１枚７０円、ＤＶＤ－Ｒ１枚１２０円、録音カセットテープ１巻１７０円、 

ビデオカセットテープ１巻１７０円。 

 

 

５ 不服申立ての件数及びその処理状況 

  保有個人情報の開示、訂正又は利用停止の請求に対する実施機関の決定や、不作為について不服がある

者は、行政不服審査法に基づく不服申立てをすることができます。 

  令和３年度の不服申立ての件数とその処理状況は、表７のとおりです。 

 

  表７ 

                                                                  （単位：件） 

区  分 件数 

処  理  状  況 

認容 一部認容 棄却 却下 取下げ 継続審議 
審議済 

未決定 

令和３年度 ５ ０ ０ １ ０ １ ３ ０ 
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６ 個人情報保護審議会への諮問等の状況 

 

  個人情報保護審議会は、 

   ① 個人情報の取扱いについて意見を述べ、 

   ② 必要に応じて保有個人情報の維持管理に関する措置について報告を求め、及び意見を述べ、 

   ③ 諮問された審査請求事案について審議し、 

④ 個人情報保護制度の運用に関する重要事項について、諮問に応じて答申し、及び建議する 

ことができます。 

【福岡市個人情報保護条例第56条第２項】  

 

  ③について、 

令和３年度及び過年度分の不服申立てで、令和３年度に審議会で処理したもの等の概要は表８のとお

りです。 

    

表８  

 

諮 問 の 概 要 

（諮問第１５４号） 

③不服申立て事案についての諮問 

「建築指導課あての文書に記載された個人情報」の訂正請求 

実 施 機 関 福岡市住宅供給公社理事長（福岡市住宅供給公社保全課） 

決 定 年 月 日 令和元年６月２１日 

訂 正 拒 否 理 由 
請求者が訂正を求めている対象は、主観的要素を含む評価・判断である

ため。 

不 服 申 立 て 年 月 日 令和元年８月１６日 

諮 問 年 月 日 令和元年９月１０日 

審 議 会 開 催 日 令和３年１月１３日、２月３日、３月２６日 

答 申 年 月 日 令和３年４月１９日 

答 申 内 容 実施機関が行った訂正拒否決定処分は妥当である。 

裁 決 年 月 日 令和３年５月１３日 

裁 決 内 容 棄却 
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諮 問 の 概 要 

（諮問第１５５号） 

③不服申立て事案についての諮問 

「職員ヒアリング結果に記載された個人情報」の開示請求 

実 施 機 関 福岡市長 

決 定 年 月 日 令和元年８月７日 

非 開 示 理 由 

一部開示決定 第２０条第２号、第６号 

・開示請求者以外の特定の個人を識別することができるため。 

・公正かつ円滑な人事の確保に著しく支障を及ぼすおそれがあるため。 

不 服 申 立 て 年 月 日 令和元年１２月１３日 

諮 問 年 月 日 令和２年１月７日 

審 議 会 開 催 日 令和３年４月２６日、５月２４日、６月２１日、７月１４日、８月２日 

答 申 年 月 日 令和３年８月３日 

答 申 内 容 審査請求は、却下することが妥当である。 

裁 決 年 月 日 令和３年８月２６日 

裁 決 内 容 却下 

 

諮 問 の 概 要 

（諮問第１５７号） 

③不服申立て事案についての諮問 

「住民票・戸籍・印鑑登録証明書の交付状況」の開示請求 

実 施 機 関 福岡市長（東区市民部市民課） 

決 定 年 月 日 令和２年４月２７日 

非 開 示 理 由 

一部開示決定 第２０条第２号 

・開示請求者以外の個人に関する情報であって、個人の権利利益を害す

るおそれがあるため。 

不 服 申 立 て 年 月 日 令和２年６月１日 

諮 問 年 月 日 令和２年６月１５日 

諮 問 取 下 げ 年 月 日 令和３年５月２１日 
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諮 問 の 概 要 

（諮問第１５９号） 

③不服申立て事案についての諮問 

「職員ヒアリング結果に記載された個人情報」の開示請求 

実 施 機 関 福岡市長 

決 定 年 月 日 令和２年１０月５日 

非 開 示 理 由 

一部開示決定 第２０条第２号、第６号 

・開示請求者以外の特定の個人を識別することができるため。 

・公正かつ円滑な人事の確保に著しく支障を及ぼすおそれがあるため。 

不 服 申 立 て 年 月 日 令和２年１０月２７日 

諮 問 年 月 日 令和２年１１月１０日 

審 議 会 開 催 日 令和３年４月２６日、５月２４日、６月２１日、７月１４日、８月２日 

答 申 年 月 日 令和３年８月３日 

答 申 内 容 

実施機関が行った一部開示決定処分により非開示とした部分のうち、別

表に掲げる部分については開示することが妥当である。（「別表に掲げ

る部分」は省略） 

裁 決 年 月 日 令和３年８月２６日 

裁 決 内 容 一部認容 

 

諮 問 の 概 要 

（諮問第１６０号） 

③不服申立て事案についての諮問 

「開示請求者が自書した特定補助事業関係書類に記載された個人情報」

の開示請求 

実 施 機 関 福岡市長 

決 定 年 月 日 令和２年３月１０日 

非 開 示 理 由 なし（全部開示決定に対する不服申立て） 

不 服 申 立 て 年 月 日 令和３年３月３１日 

諮 問 年 月 日 令和３年４月２２日 

審 議 会 開 催 日 令和４年１月２６日、２月２８日、３月２９日 

答 申 年 月 日 ― 

答 申 内 容 ― 

裁 決 年 月 日 ― 

裁 決 内 容 ― 
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諮 問 の 概 要 

（諮問第１６１号） 

③不服申立て事案についての諮問 

「開示請求者が自書した特定補助事業関係書類に記載された個人情報」

の開示請求 

実 施 機 関 福岡市長 

決 定 年 月 日 令和２年３月１０日 

非 開 示 理 由 ・開示請求に係る保有個人情報を保有していないため。 

不 服 申 立 て 年 月 日 令和３年３月３１日 

諮 問 年 月 日 令和３年４月２２日 

審 議 会 開 催 日 令和４年１月２６日、２月２８日、３月２９日 

答 申 年 月 日 ― 

答 申 内 容 ― 

裁 決 年 月 日 ― 

裁 決 内 容 ― 

 

諮 問 の 概 要 

（諮問第１６２号） 

③不服申立て事案についての諮問 

「開示請求者の戸籍証明書の交付状況」の開示請求 

実 施 機 関 福岡市長 

決 定 年 月 日 令和３年２月１２日 

非 開 示 理 由 
一部開示決定 第２０条第２号 

・開示請求者以外の個人に関する情報等であるため。 

不 服 申 立 て 年 月 日 令和３年４月１９日 

諮 問 年 月 日 令和３年５月１９日 

審 議 会 開 催 日 令和３年１０月２５日、１１月２９日、１２月２２日 

答 申 年 月 日 令和４年１月４日 

答 申 内 容 
実施機関が行った、令和３年５月１１日付けで変更された後の一部開示

決定処分は妥当である。 

裁 決 年 月 日 令和４年１月３１日 

裁 決 内 容 棄却 
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諮 問 の 概 要 

（諮問第１６４号） 

③不服申立て事案についての諮問 

「令和○年○月○日受付の市民相談処理カードに記載された個人情報」

の開示請求 

実 施 機 関 福岡市長（市長室広聴課） 

決 定 年 月 日 令和３年９月１３日 

非 開 示 理 由 なし（全部開示決定に対する不服申立て） 

不 服 申 立 て 年 月 日 令和３年９月２２日 

諮 問 年 月 日 令和３年１０月４日 

審 議 会 開 催 日 ― 

答 申 年 月 日 ― 

答 申 内 容 ― 

裁 決 年 月 日 ― 

裁 決 内 容 ― 

 

諮 問 の 概 要 

（諮問第１６５号） 

③不服申立て事案についての諮問 

「特定の申し入れ書及び決裁文書一式並びに特定個人の連絡先が記載さ

れた文書」の開示請求 

実 施 機 関 福岡市長（保健福祉局健康医療部健康増進課） 

決 定 年 月 日 令和３年９月１３日 

非 開 示 理 由 ・開示請求に係る保有個人情報を保有していないため。 

不 服 申 立 て 年 月 日 令和３年９月２８日 

諮 問 年 月 日 令和３年１０月２８日 

審 議 会 開 催 日 ― 

答 申 年 月 日 ― 

答 申 内 容 ― 

裁 決 年 月 日 ― 

裁 決 内 容 ― 
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諮 問 の 概 要 

（諮問第１６６号） 

③不服申立て事案についての諮問 

「法人から市が受理した特定個人の事故に関する文書一式及び法人に対

して市が行った特定個人の事故に関するヒアリング記録等文書一式」の

開示請求 

実 施 機 関 福岡市長（保健福祉局健康医療部健康増進課） 

決 定 年 月 日 令和３年１０月１４日 

非 開 示 理 由 

一部開示決定 第２０条第２号、第３号、第６号 

・団体の職員等の氏名は個人情報であるため。 

・法人の内部運営情報は、公にしない条件で任意に提供されたものであ

るため。 

・開示することで、法人との率直な意見交換を妨げ、今後の業務遂行に

支障を生じる恐れがあるため。 

不 服 申 立 て 年 月 日 令和４年１月１２日 

諮 問 年 月 日 令和４年１月３１日 

審 議 会 開 催 日 ― 

答 申 年 月 日 ― 

答 申 内 容 ― 

裁 決 年 月 日 ― 

裁 決 内 容 ― 

 

④について、令和３年度に審議会で処理したもの等の概要は表９のとおりです。    

 

表９ 

 

諮 問 の 概 要 

（諮問第１６３号） 

④個人情報保護制度の運用に関する重要事項についての諮問 

国民健康保険および後期高齢者医療に関する事務に係る特定個人情報

保護評価書（全項目評価書）の点検について 

実 施 機 関 福岡市長（保健福祉局生活福祉部保険年金課） 

諮 問 年 月 日 令和３年７月１日 

答 申 年 月 日 令和３年７月１９日 

答 申 内 容 
適合性及び妥当性の観点から審査した結果、その記載内容は保護評価

指針に定める実施手順に適合し、妥当であると判断する。 

 

 

７ 個人情報の取扱いに関する個人情報保護審議会への報告・照会・諮問等の状況 

個人情報の取扱いについて審議会の意見を聴く場合は、「個人情報保護事務取扱要綱第24 個人情報の

公益上の取扱いに関する事務処理」の定めるところにより行っています。 

 

（１）公益上の取扱いに関する基準に定める類型に該当する事案 

個人情報の取扱いを行った後に、原則として審議会へ事後の報告を行うこととしています。報告があっ

たものの概要については表１０のとおりです。 
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表１０ 

 

（報告事案132号） 

取 扱 い の 概 要 

 新型コロナウイルスワクチン接種券については、基準日における住民票所在

地に送付することとしているが、やむをえない事情（ＤＶ等の被害者）がある

場合は、送付先を変更する必要がある。新型コロナウイルスワクチン接種担当

ではＤＶ避難者等の情報を保有していないが、各所管課（高齢者、障がい者、

母子等）が対象者の情報を保有しているため、所管課が保有する情報を利用し

たもの。 

実 施 機 関  福岡市長（保健福祉局新型コロナウイルスワクチン接種担当） 

報 告 年 月 日 令和３年４月９日 

該当する基準の類型 【類型：３ａ】【区分：（２）】【分類：ア】 

収集先（利用させる課） 

こども未来局こども部こども家庭課、保健福祉局高齢社会部介護保険課、保健

福祉局高齢社会部事業者指導課、保健福祉局高齢社会部地域包括ケア推進課、

保健福祉局障がい者部障がい者支援課 

提供先（利用する課）  保健福祉局新型コロナウイルスワクチン接種担当 

 

（報告事案133号） 

取 扱 い の 概 要 

九州厚生局が行った国民健康保険法第４１条の、保険医療機関等に対する指

導及び監査の結果により、医療機関の指定及び保険医の取り消し処分を行った

ことに対して、訴訟が提起された。 

訴訟の相手方である医療機関への反論のため、裁判所へ提出する必要が生じ

たことによる九州厚生局からの依頼に基づき、被保険者の受診状況等の提供を

行ったもの。 

実 施 機 関  福岡市長（保健福祉局生活福祉部保険医療課） 

報 告 年 月 日 令和３年８月２５日 

該当する基準の類型 【類型：３ｂ】【区分：（３）】【分類：ア】【該当事例及び解説：（ア）①】 

収集先（利用させる課） 保健福祉局生活福祉部保険医療課 

提供先（利用する課）  九州厚生局調査課 

 

（報告事案134号） 

取 扱 い の 概 要 

集団接種会場等に行くことができない方のワクチン接種の機会を確保するこ

とを目的として、訪問接種の実施を検討するにあたり、事業規模を把握するた

め、対象者として想定している、身体障害者手帳、療育手帳又は精神保健福祉

手帳を所持している者の氏名、生年月日、障がい等級、宛名番号等に係るデー

タ(Excelファイル)の提供を受け、ワクチンの接種状況と突合したもの。 

実 施 機 関  福岡市長（保健福祉局新型コロナウイルスワクチン接種担当） 

報 告 年 月 日 令和３年１０月１３日 

該当する基準の類型 【類型：３ａ】【区分：（３）】【分類：ア】【該当事例及び解説：（ウ）】 

収集先（利用させる課） 保健福祉局障がい者部障がい者支援課 

提供先（利用する課）  保健福祉局新型コロナウイルスワクチン接種担当 
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（報告事案135号） 

取 扱 い の 概 要 

集団接種会場等に行くことができない方のワクチン接種の機会を確保するこ

とを目的として、訪問接種の実施を検討するにあたり、事業規模を把握するた

め、対象者として想定している、要介護認定を受けている者の氏名、生年月

日、要介護度、宛名番号等に係るデータ(Excel ファイル)の提供を受け、ワク

チンの接種状況と突合したもの。 

実 施 機 関  福岡市長（保健福祉局新型コロナウイルスワクチン接種担当） 

報 告 年 月 日 令和３年１０月１３日 

該当する基準の類型 【類型：３ａ】【区分：（３）】【分類：ア】【該当事例及び解説：（ウ）】 

収集先（利用させる課） 保健福祉局高齢社会部介護保険課 

提供先（利用する課）  保健福祉局新型コロナウイルスワクチン接種担当 

 

（報告事案136号） 

取 扱 い の 概 要 

福岡県では、離島振興法第４条に基づき定める「福岡県離島振興計画」の計

画期間が、令和４年度末で終了することに伴い、令和５年度からの１０年間を

計画期間とする新たな「福岡県離島振興計画」の策定を予定している。また、

福岡市も離島振興法に基づき、福岡県から、離島振興計画の案の提出を求めら

れることとなる。 

新計画の策定に当たっては、離島の現状や課題を調査するため、県内の離島

８島に在住する１８歳以上の全島民に対して、アンケート調査を実施する必要

があり、当該調査を実施する福岡県に対して、市内の離島（玄界島及び小呂

島）島民の個人情報を提供したもの。 

実 施 機 関  福岡市長（総務企画局企画調整部） 

報 告 年 月 日 令和３年１０月１５日 

該当する基準の類型 【類型：３ｂ】【区分：（３）】【分類：ア】【該当事例及び解説：（ア）①②】 

収集先（利用させる課） 総務企画局企画調整部 

提供先（利用する課）  福岡県企画・地域振興部広域地域振興課 

 

（報告事案137号） 

取 扱 い の 概 要 

家族が要介護認定に係る資料について情報提供を求めたことから、資料を提

供したもの。 

なお、本人は入院中かつアルツハイマー型認知症により理解力が低下してお

り、資料提供についての同意欄への記載が困難であるとの家族の申し出によ

り、家族の署名により提供を行った。 

実 施 機 関  福岡市長（保健福祉局高齢社会部介護保険課） 

報 告 年 月 日 令和３年１０月２０日 

該当する基準の類型 【類型：３ｂ】【区分：（２）】【分類：ア】【該当事例及び解説：（イ）】 

収集先（利用させる課） 保健福祉局高齢社会部介護保険課 

提供先（利用する課）  家族 
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（報告事案138号） 

取 扱 い の 概 要 

福岡海上保安部より、第１９回ＦＩＮＡ世界水泳選手権２０２２福岡大会開

催に係る海上警備のために必要であるとして、福岡市管理の小型船舶係留施設

内の在泊船舶に関する資料提供の協力依頼があった。 

第１９回ＦＩＮＡ世界水泳選手権２０２２福岡大会は、オリンピックに並ぶ

水泳の国際大会であり、特に大会期間中は、テロ等の発生の可能性が高まると

考えられ、警備面については、福岡県警察や第七管区海上保安本部など関係公

的機関と緊密に連携して対応に当たることにより、各国選手をはじめとした大

会関係者や市民の安全を確保し、万全の体制により大会を迎えることが求めら

れることから、公益上の必要があると判断し、情報の提供を行ったもの。 

実 施 機 関  福岡市長（農林水産局水産部漁港課） 

報 告 年 月 日 令和３年１１月１０日 

該当する基準の類型 【類型：３ｂ】【区分：（３）】【分類：ア】【該当事例及び解説：（ア）②】 

収集先（利用させる課） 農林水産局水産部漁港課 

提供先（利用する課）  福岡海上保安部 

 

（報告事案139号） 

取 扱 い の 概 要 

福岡海上保安部より、第１９回FINA世界水泳選手権2022 福岡大会及び第１

９回 FINA 世界マスターズ水泳選手権 2022 九州大会（以下「世界水泳」とい

う。）に係る海上警備のために必要であるとして、福岡市管理の小型船舶係留

施設内の在泊船舶に関する資料提供等の協力依頼があった。 

世界水泳は、オリンピックと並ぶ国際的な水泳大会として世界的に注目を浴

びる国際大会となっている。特に、大会期間及びその前後は、テロ等の発生の

可能性が高まると考えられ、警備面については、福岡県警察や第七管区海上保

安本部など関係公的機関と相互に連携して対応に当たることにより、各国の選

手をはじめとした大会関係者や市民の安全を確保し、万全の体制により大会を

迎えることが求められることから、公益上の必要があると判断し、情報の提供

を行ったもの。 

実 施 機 関  福岡市長（港湾空港局港湾振興部港湾管理課） 

報 告 年 月 日 令和３年１１月１６日 

該当する基準の類型 【類型：３ｂ】【区分：（３）】【分類：ア】【該当事例及び解説：（ア）②】 

収集先（利用させる課） 港湾空港局港湾振興部港湾管理課 

提供先（利用する課）  福岡海上保安部 
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（報告事案140号） 

取 扱 い の 概 要 

北九州市介護サービス担当課が、老人福祉法第 29 条に基づき、有料老人

ホームの立ち入り調査を行うにあたり、住所地特例制度により福岡市の被保険

者となっている２名について、介護給付実績等の情報が必要となるため、依頼

に基づき、情報の提供を行ったもの。 

実 施 機 関  福岡市長（保健福祉局高齢社会部介護保険課） 

報 告 年 月 日 令和３年１１月２４日 

該当する基準の類型 【類型：３ｂ】【区分：（３）】【分類：ア】【該当事例及び解説：（ア）①】 

収集先（利用させる課） 保健福祉局高齢社会部介護保険課 

提供先（利用する課）  北九州市保健福祉局地域福祉部介護サービス担当課 

 

（報告事案141号） 

取 扱 い の 概 要 

新型コロナウイルスワクチンの追加接種に係る接種券一体型予診票および接

種の案内チラシを福岡市に住民票があるものに対し送付するにあたり、視覚障

がい者に福岡市からの重要な郵送物であることを触って判別してもらうための

点字シールを封筒に貼付することとした。 

したがって、対象者把握のため、障がい者部障がい企画課が所有する視覚障

がい者の氏名、生年月日、その他の情報の提供を受けたもの。 

実 施 機 関  福岡市長（保健福祉局新型コロナウイルスワクチン接種担当） 

報 告 年 月 日 令和３年１２月１６日 

該当する基準の類型 【類型：３ａ】【区分：（２）】【分類：ア】【該当事例及び解説：（ア）】 

収集先（利用させる課） 保健福祉局障がい者部障がい企画課 

提供先（利用する課）  保健福祉局新型コロナウイルスワクチン接種担当 

 

（報告事案142号） 

取 扱 い の 概 要 

令和３年度福岡市子育て世帯等臨時特別支援事業（子育て世帯への臨時特別

給付（給付金））の実施にあたって、申請が必要となる視覚障がい者に対して

適切な案内を行うために、案内文への音声コードの添付及び封筒に点字シール

を貼る対応を行うこととした。  

ついては、このために必要な、視覚障がい者の氏名・カナ・通称名・生年月

日・住民票コードの情報を保健福祉局障がい者部障がい企画課より提供を受け

たもの。 

実 施 機 関  福岡市長（こども未来局こども部こども家庭課） 

報 告 年 月 日 令和３年１２月２４日 

該当する基準の類型 【類型：３ａ】【区分：（２）】【分類：ア】【該当事例及び解説：（ア）】 

収集先（利用させる課） 保健福祉局障がい者部障がい企画課 

提供先（利用する課）  こども未来局こども部こども家庭課 
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（報告事案143号） 

取 扱 い の 概 要 

城南区地域整備課発注の清水干隈線電線共同溝整備工事における薬液注入工

の実施にあたり、工事前に周辺の井戸水の利用状況及び地下水の水質等を調査

し、工事による水質への影響について確認する必要があることから、城南区保

健福祉センター衛生課から井戸水の施設所在地の提供を受けたもの。 

実 施 機 関 福岡市長（城南区地域整備部地域整備課） 

報 告 年 月 日 令和４年３月１日 

該当する基準の類型 【類型：３ａ】【区分：（３）】【分類：ア】【該当事例及び解説：（ア）①】 

収集先（利用させる課） 城南区保健福祉センター衛生課 

提供先（利用する課）  城南区地域整備部地域整備課 

 

（報告事案144号） 

取 扱 い の 概 要 

新型コロナウイルスワクチン接種券については、基準日における住民票所在

地に送付することとしているが、やむをえない事情（ＤＶや虐待等）がある場

合は、送付先を変更する必要がある。ワクチン接種対象年齢が５歳から１１歳

に拡大されたことによって、改めて配慮を要する接種対象者を確認する必要が

生じたため、所管課（こども部こども家庭課）からデータの提供を受け、個人

情報として利用したもの。 

実 施 機 関  福岡市長（保健福祉局新型コロナウイルスワクチン接種担当） 

報 告 年 月 日 令和４年３月８日 

該当する基準の類型 【類型：３ａ】【区分：（２）】【分類：ア】 

収集先（利用させる課） こども未来局こども部こども家庭課 

提供先（利用する課）  保健福祉局新型コロナウイルスワクチン接種担当 

 

（２）公益上の取扱いに関する基準に定める類型に準じる事案 

個人情報の取扱いについて、審議会会長の意見を聴くこととし、会長専決により処理を行いますが、令

和３年度は該当がありませんでした。 

 

（３）上記の（１）（２）に該当しない事案 

個人情報の取扱について、審議会へ諮問してその意見を聴くこととなっていますが、令和３年度は該当

がありませんでした。 
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８ 個人情報の漏えい等の状況 

令和３年度に報告された、個人情報の漏えい等の事案の件数は、表１１のとおりです。 

表１１ 

（単位：件） 

令和３年度 漏えい等事案の件数 

総 件 数 

発 生 形 態 別 

誤送付 誤交付 誤廃棄 紛失 
ネット

流出 
盗難 その他 

９４ ４７ １１ １ １５ ４ ０ １６ 

規

模

別

１～５人 
４６ １１ ０ ９ ２ ０ １０ 

６～５０人 
１ ０ ０ ４ １ ０ ５ 

５１～１００人 
０ ０ １ １ ０ ０ ０ 

１０１～１０００

人 
０ ０ ０ ０ １ ０ ０ 

１００１人以上 
０ ０ ０ １ ０ ０ １ 

不明 
０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

【参考】 （単位：件） 

令和２年度 漏えい等事案の件数 

総 件 数 

発 生 形 態 別 

誤送付 誤交付 誤廃棄 紛失 
ネット

流出 
盗難 その他 

８３ ４０ １３ ３ １６ １ ０ １０ 

規

模

別

１～５人 
３９ １２ ３ １３ １ ０ ７ 

６～５０人 
１ １ ０ ３ ０ ０ １ 

５１～１００人 
０ ０ ０ ０ ０ ０ ２ 

１０１～１０００

人 
０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

１００１人以上 
０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

不明 
０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

（表１１の主な内容） 

１ 令和３年４月 （その他）委託業務で使用した住所、氏名及び電話番号等 ２,６０１件分 

（※法人含む） 

・委託業者が、事務所を整理した際に、委託業務に関係する個人情報が記載された書類を不要となっ

た家具などとともに、誤って不用品回収業者に引き渡し、適切に返還・廃棄されていなかったもの。
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２ 令和３年８月 （ネット流出）ワクチン接種予約者の氏名 ４１名分 

・新型コロナウイルスワクチンの個別接種を実施していた医療機関が、予約サイトの非公開予約枠の

枠名として自院の接種予定者の氏名を入力していたものについて、操作を誤って公開設定を行い、

サイト利用者が閲覧可能な状態となっていたもの。

３ 令和３年１１月 （ネット流出）講演会参加申込者の氏名、電話番号及びメールアドレス等

２３６名分 

・福岡市障がい者就労支援センター運営等業務の委託先の職員が、講演会の開催にあたり、インター

ネットによる参加申し込みを受け付けていたが、ページの設定を誤り、他の申込者の個人情報が閲

覧可能な状態となっていたもの。

４ 令和３年１２月 （紛失）口座振替依頼をした納税者の住所、氏名及び口座情報等 ２,４０９名分 

・福岡市税口座振替業務の委託先において、振替口座情報が正しく登録されたかを確認するための

チェックリストの一部が所在不明となったもの。
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